
 

 

八代市監査委員公告第１号 

 

地方自治法第１９９条第１４項の規定に基づき、定期監査の結果に対する措置状況を、

別紙のとおり公表します。 

 

令和７年１月１４日 

 

 

 

八代市監査委員  江 﨑  眞 通 

八代市監査委員  上 原    治  

八代市監査委員  北 園  武 広  

 



 

 

 

 

定期監査結果に対する 

措置状況 

（令和 7年 1月） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

八代市監査委員 
 

  

 



目 次 

 

措置の内容 

 

【令和４年度実施分】 

◆ 財産経営課・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

◆ 水産林務課・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

 

【令和５年度実施分】  

 ◆ 企画政策課・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 ◆ 観光振興課・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

 ◆ スポーツ振興課・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

 ◆ 住宅課・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

◆ 生涯学習課・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

 

【令和６年度実施分】  

 ◆ 鏡支所地域振興課・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

 ◆ 下水道総務課・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

 ◆ 下水道建設課・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 

 ◆ 水道局・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３ 

  

 

 



八 市財経公第 7 5 6 号 

令和 6 年 1 2 月 1 7 日 

 八代市監査委員  様  

八  代  市  長  

 

定期監査結果に対する措置状況について（通知）  

 

このことについて、下記のとおり通知いたします。 

 

記 

 

課 か い 名    財産経営課（旧財政課）                      

監査対象年度   令和３年度 

監査実施期間   令和４年６月２日 ～ 令和４年７月７日 

 

指
摘
事
項 

① 市庁舎内市民交流エリアの施設等の使用料の収納事務が私人に委託してあるが、次の

ような不適切な事務処理があった。 

 

・地方自治法施行令第 158条第 2項の規定に基づく告示及び公表が行われていないもの。 

・八代市会計規則第 17条の各号に規定された内容が委託契約書に規定されず、収納委託

証の交付も行われていないもの 

・手書き領収書が、受託者名で交付されていないもの 

・会計課から融通を受けたつり銭が、受託者に無償で貸付けてあるもの 

 

地方自治法施行令、八代市会計規則等に基づき、適正な事務を行っていただきたい。 

改
善
内
容 

指摘事項については以下のように改善しました。 

・令和 6年 10月 31日付八代市告示第 155号で指定公金事務の一部委託を告示し、11月

5日付で市ホームページに告示及び公表を行いました。 

・令和 6年 10月 1日付で締結した八代市本庁舎総合管理業務委託契約に基づき、八代市庁

舎内市民交流エリア条例第 9条及び八代市庁舎内市民交流エリア条例施行規則第 6条に

規定する市民交流エリアにおける使用料の収納事務について委託契約を締結し、収納委

託証を受託者へ令和 6年 11月１日付で交付しました。 

・令和 6年 11月 1日以降は、受託者名で手書きの領収書を交付しております。 

・つり銭の受託者への無償貸付けは終了し、令和 6年 11月 8日付で会計課への返却を済

ませました。現在、つり銭は受託者が用意し、使用料の収納を行っています。 
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八市水林第１１９１号 

令和６年１２月１８日 

 八代市監査委員  様  

八  代  市  長  

 

定期監査結果に対する措置状況について（通知）  

 

このことについて、下記のとおり通知いたします。 

 

記 

 

課 か い 名   水産林務課                     

監査対象年度   令和 ３ 年度 

監査実施期間   令和 ４年１０月２６日 ～ 令和 ４年１１月１６日 

 

指
摘
事
項 

② 八代市報酬及び費用弁償条例に支給する日数の上限が定められていないにもかかわら

ず、鳥獣被害対策実施隊員の費用弁償として、八代地区では２０日を上限として坂本地区

では１０日を上限として、１人あたり日額１，８００円が支給されていた。 

同条例において、費用弁償は出動命令に応じて実施したときに支給するとされている

ため、出動命令を行う条件や手続き等について明確に定め、適正に費用弁償を支給してい

ただきたい。 

改
善
内
容 

② 八代市報酬及び費用弁償条例に支給する日数の上限が定められていないにもかかわら

ず、鳥獣被害対策実施隊員の費用弁償の支給日数に上限を設けていたことについては、上

限を規定していた「八代市鳥獣被害対策実施隊に係る事務取扱等に関する要領」を令和６

年４月１日付で改正して、上限を廃止するとともに、費用弁償は緊急時に出動命令を受け

て出動した日数に応じて支給するように改善しました。 
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八市企企画第６０７号 

令 和 ６ 年 １ ２ 月 ３ 日 

 八代市監査委員  様  

八  代  市  長  

 

定期監査結果に対する措置状況について（通知）  

 

このことについて、下記のとおり通知いたします。 

 

記 

 

課 か い 名   企画政策課 

監査対象年度   令和４年度 

監査実施期間   令和５年６月２日 ～ 令和５年６月２７日 

 

指
摘
事
項 

業務委託先を選定する公募型プロポーザル審査の一次審査が、選定委員会を招集する

ことなく選定委員会委員に審査書類を配布し、実施されていた。 

事前に定めた「公募型プロポーザル実施要領」においては、一次審査は書類審査であ

り、審査主体は選定委員会であると規定され、公募型プロポーザル選定委員会を設置する

ことを定めた「公募型プロポーザル選定委員会要領」の第４条では、選定委員会は委員長

が招集し、その議長となると規定されていることから、一次審査は、集合形式で書類審査

を実施すべきであった。 

「公募型プロポーザル実施要領」及び「公募型プロポーザル選定委員会要領」の規定に

基づき、適正な事務を行っていただきたい。 

改
善
内
容 

一次審査の審査形式について、公募型プロポーザル選定委員会要領第４条に「書面審査

によることができる」旨を明記のうえ、書類審査を実施するよう改善しました。 

今後もご指摘事項を踏まえ、適正な事務処理に努めてまいります。 
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八市観第５２２－１号 

令和６年１２月１６日 

 八代市監査委員  様  

八  代  市  長  

 

定期監査結果に対する措置状況について（通知）  

 

このことについて、下記のとおり通知いたします。 

 

記 

 

課 か い 名   観光振興課 

監査対象年度   令和４年度 

監査実施期間   令和６年１月１０日 ～ 令和６年２月２日 

 

指
摘
事
項 

（ア）日奈久温泉センターに設置されている自動販売機５台について、行政財産使用許可申

請及び許可の手続が行われていなかった。 

八代市行政財産使用料条例及び八代市有財産取扱規則に基づき、適正な事務を行っ

ていただきたい。 

改
善
内
容 

指摘のあった日奈久温泉センターに設置している自動販売機の行政財産使用許可申請

及び許可の手続については、令和６年度分（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）か

ら適正な手続内容に見直しました。 
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八市観第５２２－２号 

令和６年１２月１６日 

 八代市監査委員  様  

八  代  市  長  

 

定期監査結果に対する措置状況について（通知）  

 

このことについて、下記のとおり通知いたします。 

 

記 

 

課 か い 名   観光振興課 

監査対象年度   令和４年度 

監査実施期間   令和６年１月１０日 ～ 令和６年２月２日 

 

指
摘
事
項 

（イ）エフエムやつしろラジオ放送業務委託は、スポットＣＭを年間３００本程度実施する

見込みで契約が行われているにもかかわらず、ＣＭの放送実績は１９８回だった。 

業務内容に変更が生じる場合は、変更契約を行い実績に応じた委託料を支払ってい

ただきたい。 

また、年間の放送本数が確定しないのであれば、単価契約を行うなどの見直しを行

い、適正な業務を行っていただきたい。 

改
善
内
容 

エフエムやつしろラジオ放送業務委託については、令和４年度の実績を踏まえ、令和５

年度の委託契約においては、放送実績を随時確認しておりました。 

結果として、本市が委託したスポットＣＭ放送本数２１６本を履行完了いたしました。 

なお、本件業務委託は令和５年度を最後に終了していることから、今後同様の契約があ

った場合、委託内容に応じて適当な契約方法を検討し、契約締結を行うようにします。 
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八市観第５２２―４号 

令和６年１２月１６日 

 八代市監査委員  様  

八  代  市  長  

 

定期監査結果に対する措置状況について（通知）  

 

このことについて、下記のとおり通知いたします。 

 

記 

 

課 か い 名   観光振興課 

監査対象年度   令和４年度 

監査実施期間   令和６年１月１０日 ～ 令和６年２月２日 

No.7 

指
摘
事
項 

（ア）イベント推進課が事務局を担当している実行委員会等の発注案件については、事務局

において事前に決裁伺を起案し内部意思の決定をした上で発注を行う取扱いとされて

いる。しかしながら、実際は、多くの案件で、決裁伺を作成することなく、事業者から

見積書を徴しただけで発注が行われていた。 

また、決裁伺が作成されている案件で、発注後に数量や単価に変更が生じたものに

ついて、変更契約に係る決裁伺が作成されず、見積書を徴しただけで変更発注が行わ

れているものがあった。 

決裁伺がない発注は、予算執行の適正性について疑念を抱かれるおそれがある。決

裁伺を用いた内部意思の決定を確実に行っていただきたい。 

改
善
内
容 

事務局において事前に購入方法など内部意思の決定をした上で発注を行うように改善

しました。 

また、発注後に数量や単価に変更が生じたものについて、変更契約を行い支出するよう

改善しました。 
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八市観第５２２―５号 

令和６年１２月１６日 

 八代市監査委員  様  

八  代  市  長  

 

定期監査結果に対する措置状況について（通知）  

 

このことについて、下記のとおり通知いたします。 

 

記 

 

課 か い 名   観光振興課 

監査対象年度   令和４年度 

監査実施期間   令和６年１月１０日 ～ 令和６年２月２日 

No.8 

指
摘
事
項 

（イ）実行委員会等の発注案件のうち印刷業務を除くほとんどのもので、複数の事業者から

の見積書徴取が行われておらず、また、見積業者を１者に限る理由も示されておらず、

適正な業者選定が行われているのか確認できない状態となっていた。 

発注に当たっては、できる限り複数の事業者から見積書を徴することにより競争性

の向上を図るとともに、見積業者が１者に限られる場合は、決裁伺においてその理由

を明らかにしていただきたい。 

改
善
内
容 

複数見積もりを取るよう改善しました。 
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八市観第５２２―６号 

令和６年１２月１６日 

 八代市監査委員  様  

八  代  市  長  

 

定期監査結果に対する措置状況について（通知）  

 

このことについて、下記のとおり通知いたします。 

 

記 

 

課 か い 名   観光振興課 

監査対象年度   令和４年度 

監査実施期間   令和６年１月１０日 ～ 令和６年２月２日 

No.9 

指
摘
事
項 

（ウ）実行委員会等の発注案件のうち契約金額が５０万円を超えるものについて、契約書が

取り交わされていないものが散見された。また、契約金額が５０万円以下の発注案件の

うち１０万円を超えるもののほとんどで、請書が徴されていなかった。 

実行委員会等の発注案件については、確実な履行を担保するため、市の契約規則に

おける取扱いに準じ、一定額以上のものにあっては契約書を取り交わし、又は請書を

徴することが適当である。 

契約書類の整備を適切に行っていただきたい。 

改
善
内
容 

ご指摘のあった案件につきましては、請書・契約書を交わすよう改善しました。 
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八市観第５２２―７号 

令和６年１２月１６日 

 八代市監査委員  様  

八  代  市  長  

 

定期監査結果に対する措置状況について（通知）  

 

このことについて、下記のとおり通知いたします。 

 

記 

 

課 か い 名   観光振興課 

監査対象年度   令和４年度 

監査実施期間   令和６年１月１０日 ～ 令和６年２月２日 

No.10 

指
摘
事
項 

（エ）実行委員会等が発注した業務委託について、受託者から業務完了報告書の提出がな

く、完了確認の検査がどのように行われたか明らかでないものが多く見受けられた。ま

た、実行委員会等による物品調達について、供給者から納品書の提出がなく納品確認が

どのように行われたか明らかでないものが散見されたほか、納品書の数量に誤りがあ

るものが見受けられた。 

業務委託における完了確認の検査及び物品調達における納品確認を適切に行ってい

ただきたい。 

改
善
内
容 

支出伝票を回すときに、業務委託における完了確認の検査及び物品調達における納品

確認を必ず行うよう改善した。 
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八市観第５２２―８号 

令和６年１２月１６日 

 八代市監査委員  様  

八  代  市  長  

 

定期監査結果に対する措置状況について（通知）  

 

このことについて、下記のとおり通知いたします。 

 

記 

 

課 か い 名   観光振興課 

監査対象年度   令和４年度 

監査実施期間   令和６年１月１０日 ～ 令和６年２月２日 

No.11 

指
摘
事
項 

（オ）イベントの協力団体に対して「謝礼」や「委託費」の名目で行われた実行委員会等の

支出について、業務内容や内訳が示されておらず、請求書のみ添付されているものがあ

った。 

根拠が不明確なまま支出を慣例化させることのないよう必要な書類整備や支出内容

の見直しを行っていただきたい。 

 

改
善
内
容 

何に対する支出であるか、次のように根拠（業務内容や内訳）を明らかにするように改

めました。 

① 謝礼については、協力団体の活動実績を示した書面を請求書のほかに求めるよう

改めました。 

② 委託については、発注前に仕様書を作成し、必ず契約書を取り交わす（又は請書を

徴する）ように改め、履行完了後に完了報告書を求めるよう改めました。 

  なお、定額の支出を慣例化させないため、毎年度、支出の根拠（業務内容や内訳）

を精査することとしました。 

また、協力団体に委託していた清掃活動及び警備等について、報告書の無いまま支払い

してありましたが、今年度より報告書を添付していただくよう改善しました。 

同様に、スリーデーマーチの PR委託についても、仕様書の作成、契約の締結をし、報

告書の提出を求めるよう改善しました。 
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八市スポ振第２４２号 

令和６年１２月１８日 

 八代市監査委員  様  

八  代  市  長  

 

定期監査結果に対する措置状況について（通知）  

 

このことについて、下記のとおり通知いたします。 

 

記 

 

課 か い 名   スポーツ振興課              

監査対象年度   令和 ４年度 

監査実施期間   令和 ６年 １月１０日 ～ 令和 ６年 ２月 ２日 

 

指
摘
事
項 

（ア）指定管理施設ではない鏡体育館等（全６施設）の使用料の収納事務について、

ＮＰＯ法人八代市スポーツ協会による指定管理の協定書として業務仕様書を作

成し、指定管理料に上乗せして支出されていた。 

公の施設の指定管理者の指定は、市議会の議決を経て行われるものであり、

指定管理者と締結する協定書は、指定管理者が管理をすることを指定された公

の施設の管理に関る事項を定めるもので、指定という行政処分の付款であるこ

とから、議決の対象とされなかった施設の管理業務を指定管理者として行うこ

とは当然のことながらできない。 

地方自治法、地方自治法施行令、八代市体育施設条例等に基づき、適正な事

務の執行に努めていただきたい。 

改
善
内
容 

ご指摘のありました、指定管理施設ではない鏡体育館等（全６施設）の使用料

の収納事務については、令和６年度から指定管理業務委託料に含まれていた使用

料の収入事務を外し、別に契約を行いました。 
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指
摘
事
項 

（イ）指定管理施設ではない鏡体育館等（全６施設）の使用料の収納事務をＮＰＯ

法人八代 市スポーツ協会に行わせてあったが、収納事務の委託契約が締結され

ていなかった。 

地方自治法第２４３条及び地方自治法施行令第１５８条第１項の規定により

収納事務 を委託した場合を除き、私人に収納事務を行わせることはできない。 

関係法令を遵守し、適正な事務の執行に努めていただきたい。 

改
善
内
容 

ご指摘のありました、指定管理施設ではない鏡体育館等（全６施設）の使用料

の収納事務をＮＰＯ法人八代市スポーツ協会に行わせてありましたが、収納事務

の委託契約が締結されていなかったことにつきましては、令和６年度から指定管

理業務委託と別に委託契約を行いました。 

 

 

指
摘
事
項 

（ウ）ホストタウンプログラム協定に基づく令和４年度の自動販売機売上げに係る

寄附金について、令和５年度になってから寄附金額の通知があり、その通知に

基づき納入通知書を発してあったが、令和４年度の収入とされていた。 

地方自治法施行令第１４２条第１項第２号においては、「随時の収入で、納入

通知書又は納税の告知に関する文書を発するものは、当該通知書等を発した日

の属する年度」と歳入の会計年度所属区分を規定している。 

関係法令を遵守し、適正な事務の執行に努めていただきたい。 

改
善
内
容 

寄付額の明細が４月に送付されることから、今後、納入通知及び納付書は新年

度の歳入として事務処理をすすめて参ります。令和５年度分の自動販売機売上金

は、令和６年度の歳入として事務処理をしました。 
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指
摘
事
項 

（エ）郡市対抗熊日駅伝選手派遣業務委託等の完了報告において、収支決算書に計

上された支出科目ごとの金額と領収書の金額が一致しないものなど、完了確認

検査が十分でないものが散見された。 

契約は、適正な履行がなされて初めて業務が完了することとなり、その確認

行為である検査は、契約の目的を達成するためにも極めて重要な行為である。 

履行された内容と契約内容の突合については、報告書等、何を基に確認する

のかを改めて整理し、支払のための厳正な検査事務に努めていただきたい。 

改
善
内
容 

今後、完了報告の精査確認の重要性をしっかりと理解したうえで、完了報告を

契約内容と突合し、厳正な検査事務に努めます。 

令和５年度分は、収支決算書と領収書を確認するなど、完了報告の厳正な検査

を行いました。 
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八市住宅第１８５８号 

令 和 ６ 年 ３ 月 ２ ８ 日 

 八代市監査委員  様  

八  代  市  長  

 

定期監査結果に対する措置状況について（通知）  

 

このことについて、下記のとおり通知いたします。 

 

記 

 

課 か い 名   住宅課   

監査対象年度   令和４年度 

監査実施期間   令和５年１０月２０日 ～ 令和５年１１月１３日 

 

指
摘
事
項 

公営住宅の管理に当たって、年間数百件の修繕のほか、除草業務委託や用水路

浚渫清掃業務委託などが随意契約により発注されているが、今回の監査で抽出し

て確認したものについては、全て参考見積業者が受注者となっていた。また、発

注する業務の内容によっては、見積書を徴する業者が固定化しているものも見受

けられた。 

随意契約による発注を行う際は、「見積業者の選定について」（令和５年１０月

２０日付け八市契第８８９号）に基づき、特定の業者に受注機会が偏ることを避

け、競争性及び公平性の確保を図っていただきたい。 

改
善
内
容 

 公営住宅管理の特性上、休日夜間帯の突発修繕や専門性の高い業務委託が多く、

受注実績のある業者への見積依頼が多くなっていました。現在は、公平性及び競

争性の向上を図るため、「随意契約の手引（R5.2）」に基づき、小規模工事等契約

希望者登録名簿等を参照して公営住宅の近隣の業者にまず見積依頼を行うなど、

見積書を徴する業者が固定化しないよう改善しました。 
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八 市 教 生 第 １ ４ ４ 号 

令 和 ６ 年 ４ 月 ２ ４ 日 

 八代市監査委員  様  

八 代 市 教 育 長 

 

定期監査結果に対する措置状況について（通知）  

 

このことについて、下記のとおり通知いたします。 

 

記 

 

課 か い 名       生涯学習課                 

監査対象年度   令和４年度 

監査実施期間   令和 ５年 ９月 ８日 ～ 令和 ５年 １０月 １７日 

 

指
摘
事
項 

（ア）八代市さかもと青少年センターにおいて、同じ団体が同様の目的で調理室を使用し

た際に、使用料を徴収している場合と免除している場合があった。 

令和３年度の定期監査において、八代市さかもと青少年センター条例施行規則第３

条に利用料の減免について規定してあるが、教育委員会が認める減免の対象や減免割

合等が規定されていないため、内規等で定めるようにと指導を行っていたが、実施さ

れていなかった。 

対応する職員によって取扱いが異なることがないよう、速やかに減免に関する要領

等を規定するとともに、職員に周知を行っていただきたい。 

改
善
内
容 

八代市さかもと青少年センターの内規作成にあたっては、類似施設で既に内規の定め

があります八代市社会教育センター並びに赤星公園との内規の整合を図るようにいたし

ました。 

施設毎の内規に記載がある対象を統一することで、対応する職員で取り扱いが異なる

などといった事務の誤りを防ぐことを目的に、今回、内規を定めております。 

今後は、遚切な事務を執行してまいります。 
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八 市 教 生 第 １ ４ ３ 号 

令 和 ６ 年 ４ 月 ２ ４ 日 

 八代市監査委員  様  

八 代 市 教 育 長 

 

定期監査結果に対する措置状況について（通知）  

 

このことについて、下記のとおり通知いたします。 

 

記 

 

課 か い 名       生涯学習課                 

監査対象年度   令和４年度 

監査実施期間   令和 ５年 ９月 ８日 ～ 令和 ５年 １０月 １７日 

 

指
摘
事
項 

（イ）八代市会計規則第１４条では、出納員が歳入金を収納したときは、収納した日の翌日

（休業日を除く。）までに指定金融機関等に払い込むこととなっている。 

しかし、生涯学習課の公金等取扱マニュアルでは、使用料を収納後、同日調定し、同

日又は翌開庁日までに千丁支所会計窓口（地域振興課）において入金するとされてお

り、実際に千丁支所会計窓口に持ち込まれているが、千丁支所会計窓口は指定金融機

関等ではないため、払い込んだことにならず、千丁支所地域振興課が現金と歳入伝票

を預かり生涯学習課の代わりに指定金融機関等へ払い込んでいる状況となっていた。

結果として、八代市会計規則に定めた期限までに指定金融機関等への払込みができな

いだけでなく、万が一の場合、責任の所在があいまいな取扱いとなっている。 

千丁支所地域振興課が現金を預かり代わりに指定金融機関等への払込みを行うこと

は適切ではないため、各種徴収金の払込方法及びマニュアルの見直しを行っていただ

きたい。 

改
善
内
容 

歳入金の収納取扱いについては、当課において指定金融機関等へ払い込むよう公金等

取扱マニュアルを見直し、修正を行いました。 

歳入金は種別に事務処理を行いますが、金庫内の保管ルールや指定金融機関等への払

い込みのスキームなど、可能なものは共有化を図り、当番制により担当外職員でも確認や

払い込みを実施するようにいたしました。 

今後は、指定金融機関等への払い込み、および収納期日、ともに課員相互での確認を交

え、会計規則の順守ならびに適切な事務を執行してまいります。 
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八 市 鏡 地 第 2 8 3 号 

令和 6 年 1 2 月 9 日 

 八代市監査委員  様  

八  代  市  長  

 

定期監査結果に対する措置状況について（通知）  

 

このことについて、下記のとおり通知いたします。 

 

記 

 

課 か い 名    総務企画部 鏡支所地域振興課           

監査対象年度   令和 ５年度 

監査実施期間   令和 ６年 ４月 ８日 ～ 令和 ６年 ５月１３日 

 

 

 

 

 

 

指
摘
事
項 

（イ）令和６年４月４日に月極駐車許可が行われ、同日付けで納入通知書が発送され市営有

佐駅前駐車場の使用料の調定が令和６年３月３１日付けで起票され、令和５年度の歳

入として収入されていた。 

歳入の会計年度所属区分については、地方自治法施行令第１４２条第１項第２号で、

随時の収入で納入通知書等を発するものは、当該通知書等を発した日の属する年度と

なると定めてあるので、令和６年度の歳入とすべきであった。 

歳入がいずれの年度に属するか法令で定められた区分を確認した上で収入事務を行

っていただきたい。 

改
善
内
容 

（イ）指摘のあった収入事務について、随時の収入で納入通知書等を発するものは、当該通

知書等を発した日の属する年度とすべきであったため、当該使用料については、令和５

年度及び令和６年度の変更調定と収入更生を行い適正に処理しました。 

今後は、適正な年度区分について、課内で研修を行うとともに、当該簿冊の表紙の裏

面に、年度区分の取り扱いを記載した注意事項を貼るなど再発防止に努めます。 
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指
摘
事
項 

（ウ）ふる郷愛鏡祭イベント助成金について、相手方から請求書を受領することなく４団  

体に 150,000 円ずつ支給してあった。 

ふる郷愛鏡祭イベント助成金交付要項では、第３条で交付申請書、第４条で交付決

定通知書、第６条で事業実績報告書、第７条で確定通知書、第８条で助成金請求書につ

いて規定してあるが、いずれも規定どおりの書類の提出や交付が行われていなかった。 

要項に基づき、適切な事務処理を行っていただきたい。 

改
善
内
容 

（ウ）指摘のあった、ふる郷愛鏡祭イベント助成金支給ついては、交付要項に基づき交付申

請書、事業実績報告書、助成金請求書を提出してもらい、交付決定通知書、確定通知書

を交付しました。 

今後は、課内でも交付要項の規定に基づき適正な処理を徹底していくとともに、相

手方にも適正な時期の書類提出の徹底を指導します。 
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八市下総業第１１６５号 

令和６年１２月１０日 

 八代市監査委員  様  

八  代  市  長  

 

定期監査結果に対する措置状況について（通知）  

 

このことについて、下記のとおり通知いたします。 

 

記 

 

課 か い 名   下水道総務課 

監査対象年度   令和５年度 

監査実施期間   令和 ６年 ６月 ３日 ～ 令和 ６年 ７月 １日 

 

指
摘
事
項
（
ア
） 

交付申請時に市県民税の滞納がある申請者に対して補助金の交付決定が行われたケー

スがあったが、交付決定とした理由等の記載がなかった。  

本件は個人住民税の特別徴収分の滞納であり、申請者本人に非がないものであったた

め交付決定を行ったとのことであったので、その経緯及び交付確定時点において申請者

本人の滞納が解消されていることを確認した結果を記録すべきであった。 

適正な補助金交付事務が行われたことが確認できるよう関係資料を整理していただき

たい。 

改
善
内
容 

交付申請時に市県民税の滞納がある申請者に対する補助金の交付決定については、入

金後、市で入金確認できるまでにタイムラグが発生することから、時間をおいて何回か確

認するようにしています。入金確認後、資料を納税証明書に添付するよう改善しました。 

 また、個人住民税の特別徴収分の滞納については、稼働先が代理で納めるため本人が納

付していても滞納になる可能性があります。これまでは稼働先に対して、電話確認し納付

を促していました。今後は、本人に給与明細書等の写しを提出してもらうことで支払証明

とする取扱いとしました。このことについても、納税証明書に写しを添付するよう改善し

ました。 
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指
摘
事
項
（
イ
） 

前回の定期監査において、現金出納簿を作成するよう指導していたが、作成されていな

かった。  

八代市会計規則第１２条第３項において、出納員等は歳入金の保管管理のため、現金出

納簿を備えなければならないと規定されている。同規則に基づき、現金出納簿を整備して

いただきたい。 

改
善
内
容 

公金事務を再確認する中で、準公金（下水道普及促進協議会）について公金取り扱いマ

ニュアル及び現金出納簿等がないことに気づき、協議会発足と合わせて整備を行いまし

た。 

また、現状に合わせて、公金（現金等の出納及び保管に関する業務）取り扱いマニュア

ルを改訂した上で、現金出納簿を整備しました。 

今後は、チェック体制の強化に努め、適正な事務処理を行っていきます。 

 

指
摘
事
項
（
ウ
） 

シルバー人材センターと派遣契約を締結し、下水道使用料の徴収員を派遣就業させて

あるが、労働者派遣法第４１条に定める派遣先責任者の選任及び同法第４２条に基づく

派遣先管理台帳の整備等が行われていなかった。 

労働者派遣法の規定に基づき、派遣先責任者の選任や、派遣先管理台帳の作成、記載、

保存及び記載事項の通知など、派遣先の講ずべき措置を行っていただきたい。 

改
善
内
容 

令和６年度は派遣先責任者を選任し、労働者派遣法第４２条第１項及び労働者派遣法

施行規則第３６条に掲げられている事項を記載した派遣先管理台帳兼勤務実績通知書を

作成しました。 

また、同法第４２条第２項に基づき派遣先管理台帳の保存年限を３年間と定め、簿冊登

録を行いました。なお、同規則第３７条に「台帳を保存すべき期間の起算日は、労働者派

遣の終了の日」と規定されていますが、「派遣元事業主から通知を受けた当該派遣労働者

に係る派遣期間の終了の日」を意味し、単年度契約が更新された場合、派遣職員が翌年度

以降引き続き派遣されたとしても、当該年度の台帳は３年間保存すればよいことを熊本

労働局職業安定部需給調整事業室に確認しております。 

同規則第３８条第１項に基づき、派遣元事業主に対して毎月月末、実績報告として派遣

先管理台帳兼勤務実績通知書をメールにて通知しています。 

今後は、派遣労働契約の担当課である人事課と調整しながら、適正な事務処理を行って

いきます。 

 

20 



八 市 下 建 第 ４ ６ ６ 号 

令和６年１２月１８日 

 八代市監査委員  様  

八  代  市  長  

 

定期監査結果に対する措置状況について（通知）  

 

このことについて、下記のとおり通知いたします。 

 

記 

 

課 か い 名      建設部 下水道建設課             

監査対象年度   令和 ５ 年度 

監査実施期間   令和 ６年 ６月 ３日 ～ 令和 ６年 ７月 １日 

 

指
摘
事
項 

（ア）八代市水処理センター消化ガス売却事業契約において、契約書第１３条に、購入事業

者は本施設等建設工事の施工計画書を作成し、工事着手前にこれを発注者に提出して、 

発注者の承諾を得なければならないと定めてあるが、個別の書類は提出されているも

のの、施工計画書としての提出は受けておらず、承諾の手続も不十分であるなど、規定

どおりの手続が行われていなかった。  

また、建設工事の進捗状況等の報告（契約書第１４条）及び電気主任技術者の選任又

は委託に関する通知（契約書第２６条）について、口頭で報告は受けているものの、そ

れに関する文書は保管されていなかった。  

契約上定められた報告や通知等は、その他定めのある場合を除き、文書での提出を

求め、内容を確認し、承諾など必要な措置を講じるとともに、保存文書として管理する

ようにしていただきたい。 

改
善
内
容 

指摘のあった契約書内の工事関係書類の提出については 指摘後に購入事業者より提

出させ、収受、保存いたしました。なお、今後は適切かつ円滑に収受、承諾などの手続き

を行うように徹底します。また、文書の保管についても保存文書として登録いたしました

ので、適切に保存するよう係内で周知いたします。 
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指
摘
事
項 

（イ）消化ガス発電設備設置及び運用に係る行政財産貸付契約書において、第２条に、貸付

期間の始期は消化ガス発電設備建設開始日からと定めてあり、同契約書第３条第１項 

には土地の賃貸料は年額 10,320円とし、１年未満の期間については日割計算によるも 

のと定めてある。 

このことについて、消化ガス発電設備建設が令和６年３月初旬に開始し、貸付期間

の始期が確定していたことから、令和６年３月分の賃貸料については、日割計算をし、

令和６年３月内に納入通知書を発して令和５年度の歳入として収入すべきであった

が、令和５年度分の賃貸料は収入されていなかった。 

同契約書第３条第２項には、賃貸料を納入通知書により指定された納期限内に納付

することについて定めてあるが、請求時期については記載がないことから、相手方の

合意を得たうえで、適切な時期に調定及び納入の通知を行い、収入の確保に努めてい

ただきたい。 

改
善
内
容 

指摘のあった工事期間中の土地賃貸料については、令和５年度に収入すべきであった

賃貸料を日割り計算し、令和６年１０月３１日付けで賃借人から納入を受けました。今後

は、八代市会計規則、八代市行政財産使用料条例等を遵守し、適正な事務執行に努めま

す。 
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八市水道業第４２９号 

令和６年１２月１２日 

 八代市監査委員  様  

八  代  市  長  

 

定期監査結果に対する措置状況について（通知）  

 

このことについて、下記のとおり通知いたします。 

 

記 

 

課 か い 名   水道局                     

監査対象年度   令和５年度 

監査実施期間   令和６年６月３日 ～ 令和６年７月１日 

 

指
摘
事
項 

（ア）共架電線に係る使用料について、八代市行政財産使用料条例別表備考第１項に基づ

き、八代市道路占用料に関する条例第２条の規定の例により算定し、相手方へ１円単

位で請求を行っていた。しかし、同条第１項では、占用料の額に１０円未満の端数が

あるときにはこれを切り捨てると規定してあるので、端数処理をする必要があった。  

今後は、使用料算定の基礎となる条例を十分確認し、複数でのチェックを行うなど、

算定誤りの防止に努めていただきたい。 

改
善
内
容 

（ア）使用料算定のチェック体制については、算定担当及び担当係長による複数でのチェッ

クを行うようにしました。今後の使用料算定については、基礎となる八代市道路占用料

に関する条例第２条第１項に基づき、適正に端数処理を行います。 
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指
摘
事
項 

（イ）簡易水道施設監視業務委託において、委託先３８者から委託料の請求書を受領して

あったが、全てに収受印が押されていなかった。  

この件については、前回の定期監査講評時に、請求書に収受印が押されておらず、

契約書に定める委託料の支払期限の起算日が把握できないため、適切な取扱いをする

よう指導してあったが、改善されていなかった。  

八代市文書管理規程第１２条においても、文書を収受するときは、当該文書の余白

に受付日その他必要な事項を記載しなければならないと規定してある。  

同条及び契約書の規定に基づき、適正な事務処理を行っていただきたい。 

改
善
内
容 

（イ）請求書の収受印漏れについては、水道局内全職員に収受時すぐに押印するよう周知を

徹底し、再発を防止します。チェック体制については、決裁時に係長以上の職員による

複数でのチェックを徹底します。 
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